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まち・ひと・しごと創生とは？ 

■本市でも少子化・高齢化が進行しつつあります 

 平成 26 年 11 月に「まち・ひと・しごと創生法」が成立し、国においては、人口動向分

析をもとに将来展望を示す「長期ビジョン」と、そのビジョンをもとに具体的な数値目

標、施策の基本的方向性などを示す「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を 12 月 27 日

に閣議決定いたしました。 

 「まち・ひと・しごと創生法」では、国と地方が一体となって人口減少に立ち向かうた

め、国及び都道府県の総合戦略を勘案した上で、市町村においても総合戦略を策定する

よう努めなければならないと規定しております。 

 三沢市では、人口現状と方向と将来の展望を提示する「三沢市人口ビジョン」を策定し、

今後５か年の目標や施策の基本的方向と具体的な施策をまとめた「三沢市まち・ひと・

しごと創生総合戦略」を策定いたしました。 

 

 本市の国勢調査による人口は、長期的にみて横ばい傾向にあり、昭和 60年（1985）に 40,000

人を超え、平成 12 年（2000）では 42,000 人に達し、その後は微減し、平成 22 年（2010）で

は 41,258 人となっています。 

 また、年齢 3区分別の人口をみると、生産年齢人口（15～64 歳）は昭和 60 年(1985)の 28,798

人をピークに減少傾向に転じています。また、平成 17 年(2005)からは老年人口(65 歳以上)と

年少人口(0～14 歳)の逆転が始まり、少子化・高齢化が進行しつつあります。 
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【三沢市の人口の推移】 

資料：国勢調査 

※「年齢不詳」があるため、年齢区分別人口の合計が総人口にならない年次がある。 
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■本市の抱える課題 

 
 少子化・高齢化の進行による「人口動態」に加え「経済動向」、「福祉・教育」、「市民意識調

査」から本市の抱える課題を整理すると、下図のようになります。 

①若い世代の呼び

込みと出生率の

向上 

 

 

 

③子育て環境と学

校教育の充実 

②産業基盤の強化 

 

④魅力ある居住環

境の形成 
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■目指すべき将来の方向性と総合戦略の基本目標 

・将来的に人口が大幅に減少 

・高齢化の急速な進行 

・合計特殊出生率の低下 

・企業数、従業者数ともに減少 

・企業単位の付加価値額、労働生産性の低下 

 

・出産子育てに関する経済的不安あり 

・転入・転出の理由は仕事 

・進学者の半数は卒業後三沢市に居住意向なし 

・待機児童はゼロ、幼稚園児数は減少 

・児童数、生徒数は減少 

市民意識調査（※） 

人口動態 

経済動向 福祉、教育 

 本市の抱える課題を解決するための目指すべき将来の方向性と、総合戦略の基本目標を以下

のとおりと、次ページ以降に示す各施策を展開します。 

※平成27年10月実施 
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第一次産業の振興はもちろん、企業の誘致や地場産業の育成をもとに産業の活性化を図り、三沢市に

おける雇用を創出し、市民の皆さまに経済的な潤いを提供する施策を展開します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

主な重要業績評価指標（ＫＰＩ）※ 

（H30） 

 1374
増！ 

（H24） 

（H31） 

 
４社 
増！

（H26） 

企業誘致数 

（H31） 

 
25 件 
増！

（H26） 

新商品（加工品）の開発件数 

（H31） 

 
20.1% 
UP！

（H26） 

中心市街地活性化の取組に対する市民満足度 

※重要業績評価指標（ＫＰＩ）：Ｋｅｙ Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ Ｉｎｄｉｃａｔｏｒの略 

              施策ごとの進捗状況を検証するため設定する指標 
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三沢市への移住・定住・交流人口の増加を図り、まちの賑わいを生み出す施策を展開します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（H31） 

 
89
減！ 

（H26） 

 

主な重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

（H31） 

 
85 件
増！ 

（H26） 

市外からの移住者のうち移住・定住促進支援事業適用件数 

（H31） 

 
7.4万人
増！ 

（H26） 

三沢空港乗降客数 

（H31） 

 
13.5 万 
人増！ 

（H26） 

市内観光施設利用者数 
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三沢市の未来を担う子どもや子育て世代に対し、結婚・出産・子育てはもちろん、教育や男女共同参

画に関する施策を展開します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

（H31） 

 0.12 
UP！ 

（H26） 

（H31） 

 
30.0%
UP！ 

（H26） 

子育てをしやすいまちと感じている市民の割合 

（H31） 

 
10.7%
UP！ 

（H26） 

小・中学生が充実した教育を受けていると感じる市民の割合 

（H31） 

 
6.8％
UP！ 

（H22） 

女性の就業率 

主な重要業績評価指標（ＫＰＩ） 
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国際色豊かな街並みや国内有数の航空施設の立地など、特色ある条件を生かし、多様な施策を展開し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

（H31） 

 
6.0% 
UP! 
 

（H26） 

芸術・歴史・文化に親しむ機会の提供に対する市民満足度 

（H31） 

 6.6％ 
UP！ 

（H26） 

（H31） 

 
60 名
増！ 

（H26） 

ウエナッチバレーカレッジ英語研修参加生徒数 

主な重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

（H31） 

 
24.2%
UP！ 

（H26） 

スポーツに親しむ機会の提供に対する市民満足度 

（H31） 

 
11.3%
UP！ 

（H26） 

自主防災組織の組織率 

（H31） 

 
10.9%
UP！ 

（H26） 

町内会加入率 

Hello! 
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三沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略 
 

 
 

〒033-8666  三沢市桜町一丁目１番３８号 

三沢市 政策部 政策調整課 

電話 0176-53-5111(532) FAX 0176-52-5656 

http://www.city.misawa.lg.jp 

 

■若い世代の流入と出生の増加により、人口減少を抑制します 

 国立社会保障・人口問題研究所（社人研）に準拠した推計によれば、平成 72（2060）年

の本市の人口は 25,377 人で、平成 22 年より 38.5％の減少となります。 

 全国的な人口減少が見込まれる中、本市においても将来的に現状の人口を維持することが

難しいと言えますが、若い世代の流入と出生の増加により、人口減少を抑制します。 

 

三沢市人口ビジョンに示す【将来展望人口】 

50 年後の平成 72 年(2060)の人口： 32,810 人 
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社人研推計準拠

人口の減少を抑制 

＋7,433 人 

何も手を打たないと 


